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分任契約担当官

陸上自衛隊滝ヶ原駐屯地

第433会計隊長 蓮池

以下のとおリー般競争入札を実施するので、「入札及び契約心得」及び「契約条項」を承知のうえ参加されたい。

公

1

ついては、品目

競争参加資格

次のいずれかであること

全省庁統一資格の「役務の提供等」に係る等級がA、 B、 C、 D等級であること

ただし、細部は注意事項による。

契約条項を示す場所

陸上自衛隊滝ヶ原駐屯地 第433会 計隊契約班

説明会及び入札執行の日時場所

説明会 日時場所 :

入札 日時場所  :令和6年9月 26日 (木)11時 20分 第433会 計隊入札室

保証金

入札保証金 :免除 契約保証金 :免除

落札決定方式及び契約方式

落札決定方式 :グループ別総額 契約方式 :一般競争

注意事項

(1)会計隊に備え付けてある「入札及び契約心得J及び
(2)そ の他の項目については別紙による。
(3)グループ内訳
AC,:廃 電池処理役務          納期
BCp:廃 乾電池処理役務         納期
CCp:産 業廃棄物処理役務 (混合廃薬物) 納期

(請)書」を熟読のうえ、入札に参加する。喉 準契約

:6.12_20

:6 12.20

:7 3 31

廃電池処理役務 ほか2件

仕様書のとお り



   別紙

１　競争に参加する者に必要な資格に関する事項

　 つぎの項目のすべての条件を満たす者

　　(１)　予算決算及び会計令第７０条、第７１条の規定に該当しない者であること。

　　(２)　契約担当官等から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

 　 (３) 防衛省大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は陸上幕僚長から「装備品等及び役務の調達に係る指名停止等の要領」に基づく指名停止の

　　　　 措置を受けている期間中の者でないこと。

　 （４）前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当該者と同種の物品の売買又は製造若しくは役務請負について防

         衛省と契約を行おうとする者でないこと。

　 （５）原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めない。ただし、真にやむを得ない事由を該当する省指名停止権者が認めた場合には、この

　限りではない。

　 （６）令和０４・０５・０６年度一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）の審査結果通知書を受けた者のうち、公告に示された等級格付けに該当

  するほか、競争参加地域が東海・北陸地域の競争参加資格を有する者であること。

　 （７）参加者は、環境配慮への取組状況、優良基準への適合条件（裾切基準５０％以上）を満たすことを証明する書類を期日までに提出

　し承認を得たものであること。

　　陸上自衛隊滝ヶ原駐屯地　第４３３会計隊　契約班

　　東部方面会計隊ウェブサイト（https://www.mod.go.jp/gsdf/eae/kaikei/eafin/index.html）

　　落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０（軽減税率対象品目については１００分の８）に相当する額を加算した

　 金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０

         分の１００（軽減税率対象品目については１０８分の１００）に相当する金額を入札書に記載すること。

４　違約金に関する事項

　　落札者が契約締結に応じない場合は、入札金額に消費税及び地方消費税に相当する金額を加えた金額の１００分の５に相当する金額、契約者が契約を履行

   しない場合は契約金額の１００分の１０以上を違約金として徴収する。

５　入札の無効に関する事項

　　(１)　第１項で示した競争に参加する者に必要な資格のない者のした入札

　　(２)　入札に関する条項に違反した入札

　　(３)　入札金額、入札者の氏名及び押印された印影が判別し難い入札

　 （４） 電報電話等による入札

　 （５）暴力団排除に関する誓約に虚偽があった場合又は誓約に反する事態が生じた場合

７　入札に参加する者は、当該産業廃棄物に関連する収集運搬及び処分の許可証を提出すること。

　　(１)　入札参加希望者は適合条件を満たすことを証明する書類を９月２０日（金）１７時００分までに提出すること。

　　(２)　入札参加希望者で、現在までに適合基準に合格している者は提出を省略できるものとする。

　　(３)　契約の成立時期については、契約書に双方が記名押印したときとする。

　　(４)　参加業者は、不明な点は事前に確認し入札に参加する。

　　(５)　入札に参加する者は、資格決定通知書の写しを提出する。

　　(６)　代理人が入札に参加する場合は、必ず委任状を提出する。

　　(８)　入札に参加する業者は９月２０日（金）１７時００分までに市価調査書をFAXにて送付すること

　 （９）本件入札においては郵便入札を可とする。初度入札で郵便による入札参加者があった場合、再度入札は直ちに行わず、次の時期に実施する。

　 　　　（ア）場所　滝ヶ原駐屯地会計隊入札室

　　　（イ）日時　令和６年９月３０日　　１１時２０分

１０　問い合わせ先

　　陸上自衛隊滝ヶ原駐屯地第４３３会計隊（担当：本明）

　　ＴＥＬ０５５０－８９－０７１１（内線　３４３　ＦＡＸ　４８７）

２　契約条項を示す場所

３　落札決定に関する事項

６　契約書の作成

８　郵便入札

９　その他

　　(１)　作成する。契約書等の記載要領等の細部については、落札決定後落札者に説明する。
　　(２)　適用する条項
　　「談合等の不正行為に関する特約条項」
　　「暴力団排除に関する特約条項」

　　郵便による場合は、９月２５日（水）１７時００分までを期限とし、入札書を内封筒に入れ、内封筒に会社名・入札日時・件名及び入札書在中と

　朱書きにより明記して郵送し、発送者の責により到着の確認をすること。
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銘　　柄

品　目　等　内　訳　書

引 渡 場 所

契約実施計画番号

指定

搬 入 場 所

納　　地

納　　期

数　量

品　　　　　　　　　名

調達要求番号 物品番号

包装

部品番号　または　規格

使用器材名 仕様書番号

金　額 使用期限等ＮＯ 単　価

単　位

検査

4PA41MM00140

  1

グループ：Ａ

4PZ91AG0033 ST       1.00

廃電池処理役務

仕様書のとおり

24G021

菊地２曹（３２４）

業務隊補給科

板妻駐屯地

令和6年12月20日

1

0
0001

‐　以　下　余　白　‐
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銘　　柄

品　目　等　内　訳　書

引 渡 場 所

契約実施計画番号

指定

搬 入 場 所

納　　地

納　　期

数　量

品　　　　　　　　　名

調達要求番号 物品番号

包装

部品番号　または　規格

使用器材名 仕様書番号

金　額 使用期限等ＮＯ 単　価

単　位

検査

4PA41MM00150

  1

グループ：Ｂ

4Q101A40054 ST       1.00

廃乾電池処理役務

仕様書のとおり

31

補給科　太田曹長

（３２３）

滝ヶ原駐屯地

令和6年12月20日

1

0001

‐　以　下　余　白　‐
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銘　　柄

品　目　等　内　訳　書

引 渡 場 所

契約実施計画番号

指定

搬 入 場 所

納　　地

納　　期

数　量

品　　　　　　　　　名

調達要求番号 物品番号

包装

部品番号　または　規格

使用器材名 仕様書番号

金　額 使用期限等ＮＯ 単　価

単　位

検査

4PA41MM00160

  1

グループ：Ｃ

4PYS1AR0043 UN       5.00

産業廃棄物処理役務（混合廃棄物）

仕様書のとおり
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小堺准尉（３３２）

業務隊補給科補給班

駒門駐屯地

令和7年3月31日

1

0001

‐　以　下　余　白　‐



陸 上 自 衛 隊 仕 様 書

物品番号 仕 様 書 番 号

廃電池処理役務

24G021

作  成 6. 9. 4

作成部隊名 板妻駐屯地業務隊

調達要求番号 :補 一G0033

1総 則
(1)適用範囲

この仕様書は、陸上自衛隊板妻駐屯地の廃電池処理 (産業廃棄物)役務について適用する。

(2)作業の種類

廃電池処理及びこれに付随する作業

2 役務に関する要求
(1)作業の条件

ア 廃電池処理に必要な機械及び用具は業者所有の物を使用する。
イ 廃電池運搬に必要な容器等は業者側で準備する。
ウ 搬出日は官側と契約業者との相互調整により定める。
工 廃電池は、産業廃棄物として「廃棄物処理及び清掃に関する法律」等に基づき、適切に処分する。
オ それぞれの処理終了後の廃棄物管理票 (マニフェス ト)・ 最終処分証明書 (E票)を遅延なく提出
するものとするとする。

(2)作業の内容

ア 作業に関する事項は、官側の指示を受ける。
イ 作業中、新たに廃棄物管理票 (マニフェスト)の交付が必要となつた場合、速やかに官側に申出て
協議する。

(3)役務の完了

最終処分証明書 (E票)の返送をもつて役務の完了とする。

(4)作業内容

品 名 規 格 単位 数量

使用済み電池 (汚泥金属くず )
防衛省・アルカリ電池及び
民生乾電池

kg 155 65

使用済み電池 (汚泥金属くず )
防衛省・ リチウム電池及び
ボタン電池等

kg 705 43

AEDバ ッテリーパック (2個 ) リチウム 1次電池 kg 1 00

3検 査
(1)検査作業の実施にあたり、官側の指示に従うものとする。

(2)検査は、契約業者及び検査官・監督官立会のもと実施する。

(3)官側は、廃棄物管理票 (マニフェスト)・ 最終処分証明書 (E票)の返送を受けて役務の完了を確認

する。

4 その他の指示
(1)特別な事情等で廃乾電池処理が不可能となった場合、直ちに相互調整するものとする。

(2)本仕様書に定めない事項については、官側と契約業者が協議をして定める。

(3)本仕様書に疑義が生じた場合、契約業者と契約担当官が協議して定める。



仕様書番号 ∂ /

作成年月 日 6.  9.  1

作成部隊名 業 務 隊 補 給 科

童
自

1 総則
1.1 適用の範囲
本仕様書は、廃乾電池処理に関し必要な事項について適用する。

1.2 作業の種類
廃乾電池処理における運搬及び処分 (リ サイクル処分)

2 役務に関する要求
2.1 作業の条件
作業に必要な器材・用具及び消耗品等は、請負者が準備するものを使用する。

2.2 作業の内容
2.2.1 廃乾電池 (別紙)の収集、運搬及び処分 (リ サイクル処分)

ア 運搬
(ア )運搬容器への収集
(イ )運搬容器に収集された廃乾電池の積載
(ウ )廃乾電池の搬出
イ 搬出期日
令和 6年 10月 31日 まで
ウ マニフェスト提出期限
令和 6年 12月 20日
工 処分
処分業者による処分 (リ サイクル処分)

2.2.2 その他
作業に関する事項は、官側の指示による。

3 その他
3.1 積載完了後の検査は、検査官と請負者双方立会の上実施する。
3.2 請負者は、マニフェストシステムにより合法的に処理するものとする。
3.3 運搬用の容器については請負者が準備すること。
3.4 請負者は、処理完了後速やかにマニフェストを提出すること。
3.5 本仕様書に明記されていない事項については、官側と協議するものとし、また
技術上当然処置すべき事項については、請負者の責において実施すること。

■
■



2」

廃電池処分費用見積 (仕様書 )

処分依頼内訳 滝ヶ原駐屯地業務隊

連番 区 分 ロ
ロロ 名

1個当たり
重量 (kg) 個 数 総重量 (kg)

1

アルカリ

LR20 単 1 0.15 262 39 30

2 LR14 単 2 0 10 2310 231 00

3 LR6 単 3 0.02 1090 21 80

4 LR03 単4 0.01 279 2.79

5 6LR61 0 10 61 6.10

6 LR44 0.01 ワ
‘
α
υ 0.67

7 BA5003 0 57 448 255.36

8 BA5004 0.57 504 287.28

9

リチウム

BA7001 0.50 336 168.00

10 BA7005 0.50 258 129.00

BA7006 0.10 10 1.00

０
‘ BA7008 0.88 10 8.80

13 BR-2/3A 0.01 66 0.66

14 CR123A 0 02 837 16.74

アルカリ 844.30

リチウム 324.20

言+   1168.50  kg



1総 則
(1)適用範囲
この仕様書は、陸上自衛隊駒門駐屯地の産業廃棄物処理役務について適用する。

(2)作業の種類
産業廃棄物処理役務及びこれに付随する作業

2 役務に関する要求
(1)作業の条件
ア 産業廃楽物処理役務に必要な資器材は、契約業者所有の資器材を使用する。
イ 契約業者は、「産業廃棄物処理及び清掃に関する法律」に基づき、処分するものとする。
ウ それぞれの処理終了後の廃棄物管理票 (マニフェスト)。 最終処分証明書 (E票)を遅滞なく返送
するものとする。

(2)作業の内容
ア 産業廃棄物処理役務及びこれに付随する作業
σ)契約業者設置資材   コンテナ 5台 (8ご×5台 )
(イ)産業廃楽物内訳 (混合廃棄物)
法令で定める20種類の産業廃棄物 (混合廃棄物 )

(ウ)作業終了後は、産業廃棄物集積場を整理・整頓及び清掃をする。
イ その他
∽  作業に関する事項は、官側の指示を受ける。
(イ)作業中、新たに廃棄物管理票 (‐フェスト)の交付が必要となつた場合、速やかに官側に申
し出て協議するものとする。

(ウ)入札後、速やかに官側と調整し、コンテナの搬入時期・配置期間 。搬出時期の指示を受
ける。

(工)コ ンテナ満載毎、官側からの指示によリコンテナを交換し、 5台分の産業廃楽物処理役
務を実施する。

(ll 最終コンテナ排出時期は、令和 7年 3月 中旬とする。
(3)役務の完了
最終処分証明書 (E票)の返送をもつて役務の完了とする。
3検 査
(1)検査作業の実施にあたり、官側の指示に従うものとする。
(2)検査は、契約業者及び官側の検査官・監督官立会のもと実施する。
(3)官側は、廃棄物管理票 (,ュフェスト)・ 最終処分証明書 (E粟)の返送を受けて役務の完了を確
認する。
4 その他の指示
(1)特別な事情等で産業廃棄物処理が不可能となった場合、直ちに相互調整するものとする。
(2)本仕様書の定めにない事項については、官側と契約業者が協議をして定める。
(3)契約業者の駐屯地への入門は、面会手続きによる。
(4)本仕様書に疑義が生じた場合は、契約業者と契約担当者が協議をして定める。

調達要求番号 :4PYSlAR0043
陸上自衛隊仕様書

産業廃棄物処理役務 (混合廃棄物)

士様書番号

16

日 1    令和 6年 9月 2日
:隊 1  陸上自衛隊駒門駐屯地業務隊


